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現業セミナー基調提起
1. はじめに

少子・高齢化が加速し、社会情勢が大きく変化する中、住民が必要とする公共

サービスは、これまで以上に多様化・複雑化しています。そのため、住民ニーズ

を的確に把握し、様々な法律や政策に基づいて公共サービスを提供している自治

体の役割は極めて重要です。 

 現業職員は、地域実情に応じた「質の高い公共サービス」の安定的な提供にむ

け、各現場で懸命に業務を担いつつ、頻発する自然災害、さらには深刻化するコ

ロナ禍においても住民生活に支障をきたすことのないよう、公共サービスを提供

しています。 

自治体の責務である住民の生命と財産、生活を守るためには、地域公共サービ

スを提供している体制の維持・拡充が極めて重要ですが、公共サービスを提供し

ている現場では、人員不足をはじめとする様々な課題が山積しています。今こ

そ、私たち一人ひとりが現場課題を一つでも克服し、この現状を打破するため

に、声を上げ、立ち上がる時であります。現業職場を取り巻く課題は山積してい

ますが、一つひとつ課題を解決し、すべての課題の前進を図るべく、取り組みを

進めていく必要があります。 

2. 現業職場が克服すべき課題

（1）地域実情に応じた公共サービスの危機

 現業職場で働く私たちは、地域住民や利用者が安全で安心した生活を送れるこ

とをめざして業務を担っています。そのことは、社会基盤を支えるとともに、必

要とする地域住民や利用者に質の高い公共サービスを確実に提供し続けていくこ

とであり、極めて重要な課題です。 

 自治体現場を取り巻く状況は、個々の努力により限界のラインで通常業務を維

持している現場も見受けられる中、頻発する自然災害や長期化するコロナ禍で改

めて人員不足が明確になりました。こうした大きな要因は、これまでの国や自治

体が推し進めてきた政策に基づいた人員削減であり、その結果、様々な法制度や

施策が運用されるも、それらを実行する人員が不足し、地域実情に応じた公共サ

ービスの提供体制が危機的な状況へと陥ることになりました。そのため、これ以

上、住民生活に痛みを伴わせず、誰もが安全で安心した生活が送れるよう、地域

公共サービスを提供している現業職場の課題を解決していくことが必要です。 

 現業職場の最重要課題である人員確保にむけては、社会情勢の変化に伴い住民

や利用者が求められる公共サービスを的確に把握し、現場で実践していくことが

重要です。こうした取り組みの積み重ねが住民や利用者の支持に繋がります。こ

れらの背景とともに、私たちが担っている業務が自治体の責任であることから、

今後の公共サービスの提供体制の維持・拡充の必要性を当局に認識させていかな
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ければなりません。これまで培ってきた現業職員の技術・技能・経験を継承し、

自治体の未来と住民の生活に貢献していくため、より一層の取り組み強化が必要

です。 

 

（2）賃金・勤務労働条件の改善 

 地方公営企業法第 38条第 2項には「企業職員の給与は、その職務に必要とされ

る技能・職務遂行の困難度等、職務の内容と責任に応ずるものでありかつ、職員

の発揮した能率が充分に考慮されるものでなくてはならない」と示されていま

す。しかし、多くの自治体では安易な判断基準のもと、賃金抑制を推し進めてお

り、私たちが担っている業務内容や責任と見合っているかは、課題が残ります。

特に国の技能労務職員や民間事業者と比較されますが、私たちが担っている業務

は、地域実情に応じた公共サービスを安定的に提供し続けていることであり、通

常業務に限らず、災害やコロナ禍においても、提供を停滞させることなく、各現

場で行っています。 

 私たちの賃金・勤務労働条件に対し、不満や要望を抱えている状況において、

改善していくためには、交渉サイクルの確立が必要不可欠です。当局に対し要求

書を提出することで初めて当局は課題を認識します。そのうえで、交渉を実施す

ることで、当局の考え方や現時点での回答を引き出し、私たちが納得する回答を

得るまで、粘り強く交渉を進めていくことが、賃金・勤務労働条件を改善する唯

一の手法になります。特に 2023年度から導入される定年引き上げについては、私

たちの賃金・勤務労度条件に大きく関わる事項であり、また導入時期まで期間が

迫っていることから、継続的に交渉を積み上げ、私たちが 65歳まで安全で安心し

て働き続けられる職場環境の整備を図ることが重要です。 

 

（3）私たちに保障された権利の活用 

 この間の現業職場の合理化攻撃に対抗するためには、現業評議会が持つ協約締

結権を活用した運動展開を図ることが必要不可欠です。労働組合は２人以上で結

成できることを踏まえ、２人以上の現業職員が存在すれば、評議会を結成し規約

等を整備することで、労働組合法に基づく労働組合として団体交渉や労働協約締

結、救済申立が可能となります。さらに当局は、団体交渉において誠実交渉義務

を負い、労働組合から申し入れた団体交渉を正当な理由がない限り拒否すると不

当労働行為となることから、交渉に応じるだけでなく誠実に団体交渉に応じる義

務があります。 

 改めて労働基本権の制限を受けている公務員が現在の厳しい状況に対抗するた

めには、労働組合法が適用される現業評議会の必要性を今一度、再認識するとと

もに、私たちが持つ権利を最大限に活用する取り組みの強化が必要です。 

 あわせて、労働組合であるからこそ、労働協約を結ぶことができることを再認

識しなければなりません。労働組合として団体交渉を経た妥結事項については、
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条例や規則に抵触する内容であっても、当局は 10日以内に議会に上程しなければ

ならないことから、労使合意事項については全て協約化していくことが必要で

す。特に交渉では、当局が項目により管理運営事項を理由に交渉しないことが多

く見受けられますが、管理運営事項であっても、その事項の実施により、私たち

の賃金・勤務労働条件が変更される場合は、交渉事項として当局と交渉していか

なければなりません。また、経営形態の変更などについては、計画策定当初段階

あるいは計画変更が可能な時期での事前協議を強く求めることが重要です。私た

ちに保障されている権利を最大限活用した取り組みを強化していくことが重要で

す。 

 

（4）さいごに 

 自治体の最前線で働く現業職員は、住民が真に求めている要望を的確に把握し

たうえで、公共サービスを安定的に提供することが求められています。 
 しかし、これまで国は「集中改革プラン」や「トップランナー方式」などの政

策を打ち出したことにより、自治体では極端な合理化への拍車がかかり、コスト

論のみを優先した政策として、人員削減や合理化が推し進められています。その

結果、各現場では人員不足をはじめ、施設の老朽化や制度運用に伴う予算不足な

ど、様々な課題が山積しています。 
 単組では、課題の克服にむけて要求書の提出、交渉を実施し、取り組みを進め

ている一方、現業職員の減少などを要因として「あきらめ感」が出てしまい、十

分な取り組みが行えていない単組も存在しています。現業職員が担っている業務

は、住民にとって必要不可欠な公共サービスであり、今後の社会情勢を鑑みれ

ば、私たちに求められている役割は極めて重要です。 
 誰もが不安なく、安全な生活ができる環境整備を構築していくためには、私た

ち現業職員の存在が必要不可欠であり、こうした業務を私たちが担っていること

を再認識しなければなりません。そのうえで、地域実情に応じた公共サービスを

提供する体制の維持・拡充にむけ、人員確保をはじめとする現場の課題解決を図

る必要があります。 
 全国の職場では、取り組みを進めることで、人員確保や賃金改善を勝ち取ると

ともに、当局による不当な合理化攻撃を跳ね返す運動を展開しています。他の単

組はこれまでの歴史や土壌があるが故に取り組み成果を勝ち取ること可能と思い

込み、自分の単組とは違うと感じている実態も見受けられますが、労働運動は 1
人で行うものでは無いことを再認識することが重要です。単組が困難な状況に陥

りそうであれば、近隣単組、県本部、本部が寄り添い、ともに取り組みを進め、

助け合っていかなければなりません。全国の取り組み成果を共有し、課題の克服

にむけて、新たな一歩が踏み出せるよう、今セミナーを契機に取り組みを進めま

しょう。 
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「新規採用の取り組みについて」

２０２２年１１月２７日（日）

自治労会館

自治労現業セミナー

群馬県本部 前橋市役所職員労働組合

正規現業職員数の推移
結成当時４１７人だった人数は最大で５００人を越える組織と
もなったが、１２年間の退職者不補充により、現在では２８７人
までその数を落としている。

478
457

441
428

406
385

366
344

323
300

287
270 260

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

正規職員数の推移

結成当時４１７人だった人数は最大で５００人を越える組織ともなったが、１２年間の退職者
不補充により、２６０人までその数を落としました。
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職員削減計画
【2006,7,5 職員課長交渉】

◆ 2007年度に関しては現業正規職員の採用は０人。

◆ 定員管理計画の中で（５年間で１７５名減）。

◆ 総務省などから、現業職員採用に関して厳しく指導がきている。

【2009,11,27 職員課長交渉】

◆ 前橋市行財政改革推進計画（2010年度～）を行い５年間で６％の

職員削減を計画。

◆ 総務省の指導のもと、現業職員の新規採用が抑制をされている。

【2012,11,22 職員課長交渉】

◆ 欠員に対し正規で補充することは不可能である。

◆ 民間委託も含め職場の見直しを考える。

3

正規現業職員採用凍結の始まり

職員削減計画

【2016,11,21 職員課長交渉】

◆ 退職者不補充を2019年度末まで継続していく。

◆ 民間委託も含め現業職場の総体的な見直しの必要がある。

【2017,11,28 職員課長交渉】

◆ 退職者不補充を2019年度末まで継続していく。

◆ 現行の行財政改革推進計画の最終年度2018年度末までに

各職場における方針案の検討をまとめたい。

4
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１「市役所現場ではたらく人たち展」の開催

２ 議会活動

３ 団体交渉
5

採用までの活動

6

１「市役所
現場ではたらく人たち展」
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7

「市役所現場ではたらく人たち展」開催目的

現業のお仕事が市民に広く伝わっていません。

どこでお仕事
してるの？

誰がきれいに
しているの？

8

「市役所現場ではたらく人たち展」開催目的

地域住民へのアピール（信頼・協力関係の構築）

・私たちが地域で果たす日頃の役割を周知する。

・公共サービスのあり方を職員から市民に提示していく。

・直接市民の声を聞く機会を設け、何を求められているのかを生の声と

して吸い上げる。

・現場（地域）からの自治体政策を立案し、真に必要とされる公共サー

ビスの提供をめざす。
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9

「市役所現場ではたらく人たち展」開催実績

• 2010年8月 現業展の開催

・現業職場をパネル展示で紹介

• 2012年12月 第１回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・組合員からネーミングの募集 ・実行委員会の設立

・会場を中央公民館、Ｑのひろばに移す ・職種ごとにブースの設置

• 2013年8月 第２回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・第１回と同様の内容で開催

• 2015年4月 第３回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・前橋市商店街総連合会オールまえばし「にぎわい市」との共催として開催

・会場をＹＡＭＡＤＡグリーンドーム前橋に移す

• 2016年6月 第４回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・前回と同様、オールまえばし「にぎわい市」との共催として開催

• 2018年4月 第５回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・前回と同様、オールまえばし「にぎわい市」との共催として開催

• 2019年5月 第６回「市役所現場ではたらく人たち展」開催

・楽歩堂前橋公園みどりの散策エリア

「2019連合群馬ふれあいフェスティバルinまえばし」との同時開催

10

各職種から集まった実行委員
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11

各職種から集まった実行委員

12

イベント広場の様子

多くの来場者が集まりました

ドームの観客席から観た現業ブース

入口で現業職員によるチラシの配布
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13

受 付

受付でパンフレットとアンケート用紙を配布 受付は時間を決めて分会毎に交代で実施

14

学校給食調理技士による揚げパンの提供

５００個以上のパンを用意 電気フライヤーでパンを揚げる

ココアパウダーをつける 袋づめ作業

スタンプを７個集めた方の景品として５００個を用意
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15

パネル展示

現業の行っている
業務をパネルにて
紹介

市民の方にパネル
を観ていただきな
がら業務紹介

16

各職種で工夫を凝らしたイベントコーナー（その１）

清掃工場職員によ
る写真を使った
ごみ分別クイズ

清掃工場のごみ焼
却工程をＤＶＤで
紹介

ごみ焼却工程に興味を示す山本前橋市長
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17

職種により工夫を凝らしたイベントコーナー（その２）

学校用務技士に
よる廃材を使っ
たプレート作り

18

職種により工夫を凝らしたイベントコーナー（その３）

清掃事務所（収集）
職員によるペットボ
トルを使ったけん玉
作り
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19

はたらく車も展示

試乗もＯＫ！

左： 道路清掃車
中： パッカー車
右： こんにちは収集車

20

初参加となった保育士も大活躍

パネルシアター、紙芝居、ぬり絵など子どもたちに大人気
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21

他単組からも多くの人が来場

当日は、県内・
関東甲の１５単
組からご来場
いただきまし
た。

前橋市のマスコット

ころとん
子供たちに大人気

22

来場者アンケート結果

・安心感が持てる。
・災害時など特に必要である。
・直営の必要性を感じるが、そこに心がこもっていることが大事。
・ケースバイケースで適材適所あり。
・費用対効果のバランス。直営による専門性をいかに高められるか。

必要性を感じ

る

84%

必要性を感じ

ない

2%

よくわからない

12%

その他

1%
未回答

1%

現業職場の必要性を感じるか
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23

２ 議 会 活 動

24

前橋市職労協力議員による現場訪問

現場の技士長から
職場の実情を聞い
てメモをとる
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25

現業職場の実情を市議会で訴える

・2017年4月、三森前橋市職労協力議員に現業職場
の訪問を依頼し、直接現場の声を聞いてもらう。

・技術継承や年齢構成の是正の問題、また市民サー
ビス低下の恐れを踏まえ早期採用再開を強く求め
た。

26

３ 団 体 交 渉
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【2006,7,5 職員課長交渉】

（要求項目）正規職員の定年退職及び勧奨退職については、正規職員で補充する
こと。また、次年度の現業職員の採用状況について説明すること。

• （回答）正規職員の退職に関しては、一律に正規職員を充てるのが良いとは考えていな
い。部門別に費用対効果を検討したとき民間の知識と経験を活用する場面も出てくる。
また、正規以外でも対応できるところは正規以外ということもある。定員管理計画の中
で（５年間で１７５名減）2007年度に関しては現業正規職員の採用は０人だが、勧奨退
職が想定外に多くなり業務に支障をきたすようであれば臨時募集をかけることもありう
る。今年度、定年退職者が２７名＋１名（普通退職）いるが、補充としては、清掃の減
員5名・上陽保育所の委託化・学校の１人配置校・上下水道の委託による職員減を充て
ると考えている。

• 総務省などからは、現業職員採用に関して厳しく指導がきている。しかし、前橋市は住
民にとって必要な現場は残して行かなくてはいけないと思っている。ただ、来年度は定
員計画の中で採用０人としたが、次年度以降採用しないということではない。最小のコ
ストで最大の効果を上げなくては、市民は納得してくれない。

27

団体交渉の経緯

団体交渉の経緯

【2009,11,27 職員課長交渉】

• 集中改革プランの中、定員管理計画を行っている途中でもあり、総務省の指導の
もと現業職員の新規採用が抑制をされている。必ずしも正規が必要とは考えてい
ない。 退職者の職域確保を考え、嘱託・臨時職員として採用していくので、必
ずしも正規が配置される訳ではない。前橋市行財政改革推進計画（2010年度～）
を行い５年間で６％の職員の削減を計画している。当分の間採用は行わない考え
である。

【2012,11,22 職員課長交渉】

• 現業職員について、これまでどおり当分の間新規採用を行うことはなく、2010年
度からの新たな定員管理計画の実施期間中について、退職者不補充を原則とする。
そのため、一律で欠員に対し正規で補充することは不可能である。なお、現業職
員に限らず、正規職員の配置が不可欠とは限らない。但し、単なる不補充は組織
力の低下、正規職員の負担増に繋がることもあり、民間委託も含め職場の見直し
も考える。

28
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団体交渉の経緯

【2016,11,21 職員課長交渉】

• 現業職員についても、これまで申し上げてきたとおり、当分の間新規採用を行わな
い状況である。定員管理計画では、技能労務職の退職者不補充を2019年度末まで
継続していくとなっている。そのため、一律で欠員に対し正規で補充することは不
可能である。また、現業職員に限らず、正規職員の配置が不可欠とは限らない場合
もある。但し、単に退職者不補充としているだけでは技能労務職全体の組織の低下、
正規職員の負担増に繋がることもあり、今後は民間委託も含め現業職場の総体的な
見直しも必要がある。

【早期採用再開に向け臨んだ交渉】

• 採用が凍結されてから１０年が経過し、現業職員は採用凍結から半数近くまで減少。短時間勤
務職員の増加により、正規職員に係る負担が増加。労働環境の改善からも人員の確保が急務で
あり、早期採用再開に向け臨んだ団体交渉では、他の中核市にくらべると人口に占める現業職
員数の割合が多いことを理由にして、当局は姿勢を変えませんでした。

•他都市との比較において、単に人口割合だけの話に終始し、各々が実施している業務に違いがあ
るのにもかかわらず、それに目を向けていない当局の説明には、参加した役員一同が異論を唱え
る交渉でした。

29

【2017,11,28 職員課長交渉】

• 現業職員についても、これまで申し上げてきたとおり、当分の間新規採用を行わな
い状況である。定員管理計画では、技能労務職の退職者不補充を2019年度末まで継
続していくとなっている。そのため、一律で欠員に対し正規で補充することは考え
ていない。また、現業職員に限らず、正規職員の配置が不可欠とは限らない場合も
ある。但し、単に退職者不補充としているだけでは技能労務職全般の組織の低下、
正規職員の負担増に繋がることもあり、今後は民間委託も含め現業職場の総体的に
見直しをする必要がある。現行の行財政改革推進計画の最終年度2018年度末までに
各職場における方針案の検討をまとめたい。

【交渉での質疑・回答】

•新たな行財政改革推進計画が出る前に方針案（ありかた）を示すよう要求。当局も了承。

• 2019年度の採用も考えられるのかと当局に問う。当局は、ありかたの決まりかた次第ではな
いかと不明確な回答止まりであったが、現業職員の年齢ピラミッドも崩れているため将来的
にうまくいく形を考えてやって行きたいとの回答もあった。

•組合側は年齢構成の是正や技術継承の問題などを解消するために是非とも早期採用再開を再
度お願いした。

30

新たな回答の追加
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31

技能労務職場のあり方に関する方針案

2018年3月28日に行政管理課から
「技能労務職場のあり方に関する方針案」が示され

る。

方針案の説明での重要点

１．４つの職場で「全部委託」「委託化拡大」が明記される。

２．合理化提案も「技術継承」の重要性は認識。

３．採用再開には前向きな見解を示す。

32

技能労務職場のあり方に関する方針案
職 場 直営体制維持、委託拡大、あり方を引き続き検討 詳 細

1 行政管理課(印刷室） 直営体制維持 再任用の活用で正規職員を配置しない体制を検討する。

2 衛生検査課（動物愛護管理） 直営体制を当面維持 将来的な委託可能性について今後検討する。

3 児童文化センター 直営体制を当面維持
将来的な委託可能性について今後検討する。再任用の活用で正
規職員を配置しない体制を検討する。

4 斎場 霊柩車運行業務は直営体制を当面維持
火葬業務の全部委託化を踏まえ、将来的な廃止を含め、今後検
討する。

5 西部清掃事務所 委託化を拡大 ごみのルート収集業務では、本庁管内に委託化を拡大する。

6 六供清掃工場 委託化を拡大

7 亀泉清掃工場 2020年度に廃止

8 荻窪清掃工場 委託化を拡大

9 道路補修センター あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

10 公園管理事務所 あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

11 北部共同調理場（調理、運転） あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

12 東部共同調理場（調理、運転） あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

13 宮城共同調理場（調理、運転） あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

14 富士見共同調理場（調理、運転） あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

15 西部共同調理場（運転） あり方を引き続き検討 職場の統廃合や委託拡大を含め、あり方を引き続き検討する。

16
学校分会（小中学校、幼稚園、 特別支援学校・

高等学校）
直営体制維持

各地区に所在する小中学校・幼稚園・特別支援学校・高等学
校・保育所の用務技士職場で共同での作業を促進する等、いわ
ゆるブロック化を導入し、職員配置の効率化を図る。

17
保育所分会（用務） 直営体制維持

各地区に所在する小中学校・幼稚園・特別支援学校・高等学
校・保育所の用務技士職場で共同での作業を促進する等、いわ
ゆるブロック化を導入し、職員配置の効率化を図る。

保育所分会（調理） 直営体制維持
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33

・現業労組では4月に執行委員会を開催し、方針案の内容を説明した上で
今後の取り組み方針、闘争スケジュールを決定。

・第１次現業・公企統一闘争実施を当局に要請。

・第１次現業・公企統一闘争では、当局が示した方針案に対する交渉、
協議を基本に取り組むことを決定。

・取り組みを強化するため、各分会に「人員確保要求のための実態調査」
を実施し、分会別オルグ及び分会別意見交換会を行う。

・方針案を受け入れるのか慎重に協議していく。

方針案に対する取り組み開始

34

第１次の 2018現業・公企統一闘争スケジュール 

月日 統一闘争スケジュール（3月 12日案） 組合行事 統一闘争スケジュール（４月 11日案） 

３月 ・現労・水労執行部方針決定 

・職場点検（人員）アンケート配付 

・春闘要求書提出 

・退職者対応 

・現労・水労執行部方針決定 

・第４回現労執行委員会（12日） 

・現業職場のあり方（案）提示 

４月 ・職場点検（人員）アンケート回収 

・分会別意見交換（オルグ前倒し） 

・現労討議（要求書作成） 

・市職労闘争委員会確立 

・闘争方針決定 

・要求書提出 

・新規採用職員対応 

・現場ではたらく人たち展 

・春闘交渉 

・第５回現労執行委員会（11日） 

・職場点検（人員確保要求のための実態調査）配付 

・第１次オルグ【分会別】（12日～25日） 

・職場点検（人員確保要求のための実態調査）回収 

・第２次オルグ【分会別意見交換】（26日～5月 18日） 

５月 ・現業・公企統一闘争決起集会 

・回答指定日（14日） 

・全国統一闘争基準日行動（31日） 

・連合前橋ふれあい 

フェスティバル（20日） 

・現労討議（要求書作成） 

・第６回現労執行委員会兼運営委員会 

・市職労闘争委員会確立、闘争方針決定 

・要求書提出（28日） 

・分会交渉（29日～6月 15日） 

・現業・公企統一闘争決起集会（31日） 

６月 ・第１次統一闘争総括 ・人員確保闘争一斉申し入れ 

・ます釣り大会 

・男女平等推進闘争 

・回答指定日（8日） 

・第１次統一闘争 
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35

全ての現業職場で団体交渉実施

・各分会（各職場）との意見交換を経て、方針案に対する分会要求を作成。

・交渉では、各分会の要求に対する回答と方針案に対する担当課の考えを確認。

（各担当課の回答）

・委託や廃止が決定しているもの以外は、「今後の検討はまだ何もしていない」と
の回答。

・あり方が出されていない分会については、方針案が決まるまでは現状の体制を
維持していく。方針案が正式にまとまってきたら分会交渉という形にしていき
たいとの回答。

36

2018第1次現業公企統一闘争

《 要求項目 》

(１) 技能労務職場のあり方に関する方針案について、各分会交渉の結果を
踏まえ組合の意見を反映すること。

《 回 答 》

技能労務職場のあり方に関する方針案は、「民間にできることは民間
に任せる」を基本に、民間委託の拡大を図った場合におけるコスト面や
業務運営上の影響などを考慮しながら、委託拡大の可否や正規職員の配
置の効率化等について見直し検討を行った上で、今後10年間における
職場のあり方について方針案としてまとめたものである。各分会交渉の
結果を可能な限り反映した上で方針として定めたい。
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37

《 要求項目 》

（2） 現業職員の採用計画を明らかにし、業務量に応じた適正な人員を
新規採用職員で配置すること。

《 回 答 》

方針案に示した各職場のあり方の実施状況及び今後の職員の退職状況
等を踏まえ、技能労務職場全体として採用の要否を判断していきたい。

38

《 要求項目 》

(３) 労働条件の変更に関しては、事前協議制を厳守し、一方的な変更は
行わないこと。また、技能労務職場のあり方については労使双方の合
意に基づき行うこと。

《 回 答 》

勤務条件の変更については、労使協調を基本とし純然たる管理運営
事項を除いて事前協議を行いたい。技能労務職場のあり方について

は、
組合と協議を行い、合意を得た上で見直しを行いたい。
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39

団体交渉での質疑・確認事項

技能労務職場のあり方に関する方針案について

♦各分会交渉の質疑を含めた担当課からの回答に間違いがないことを確認。

♦あり方の文面に、組合が要求した３箇所の文言追加を行うことを了承。

♦交渉が合意にいたれば、2019年４月採用に向けた技能労務職員採用募集を今年度行う。

現業職員の採用計画について

♦継続して採用を行うと言いきれないが、採用を再開するということは、採用を続けていくという

考えである。

労働条件の変更について

♦今後の協議は、分会及び組合の合意を前提に行う。

・技能労務職場のあり方については、分会及び組合と協議を進めて決定していく。労働条件の変更

に関しては、事前協議制を厳守し一方的な変更は行わない。今後の協議は労使合意が前提である

ことを確認し、当局も了承。

40

各分会の交渉結果を積み上げ、市職労総体として臨んだ職員課長交渉で

は人員確保の面で「採用の再開」、あり方の具体的な協議に関しては

「労使合意を前提に進めていく」など一定程度の回答を引き出すことが

できました。交渉結果を受け、後日開催された現業労組執行委員会、市

職労拡大闘争委員会兼中央委員会にて「新規採用再開」「労働条件の労

使合意」等、明確な回答が得られたことから、妥結することが承認され、

方針案に合意し、妥決することを決定しました。

妥 結
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41

平成３１年４月の採用に向けて、技能労務職員の

新規採用の募集を行う(採用を再開する)。 

採 用 再 開 を 
勝 ち 取 る 

 
採用再開を強く訴える松井中央執行委員長。組合側 16名の交渉団で臨みました 

６月２７日、２０１８第１次 現業・公企統一闘争における、職員課長及び行政管理課

長との交渉を実施しました。 

前橋市定員管理計画では、２０２０年まで新規採用が凍結されております。しかし、今

回の交渉でその凍結を解除する回答を引き出すことが出来ました。又、技能労務職場のあ

り方に関する方針案の中で、３箇所の文言追加修正を行う回答も引き出しました。 

現労執行委員会で承認 

妥 結 
２０１８第 1次 現業・公企統一闘争 

2019年

群馬県本部 前橋市役所職員労働組合
多田 正次

ご清聴ありがとうございました
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2023年度 自治労現業セミナー

～賃金改善、昇給改善～

昇給抑制年齢の55歳から57歳へと引上げについて

東京清掃労働組合

2022年11月27日
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年齢 号俸 月額 号俸 月額 号俸 月額 号俸 月額

18歳 20 143,700円

29歳 64 207.200円

30歳 12 223,500円

33歳 24 245,200円

34歳 24 269,700円

41歳 52 315,400円

42歳 54 334,100円

55歳 165 294,700円 112 　316,200円 108 345,500円 106 365,900円

1級 2級 3級 4級

18歳入職者のシミュレーション

現
在
の
再
任
用
給
料
月
額

0.7

60
歳
前
給
料
月
額
の
7
割

1級 212,000円

2級 223,200円

3級 244,000円

4級 274,700円

12
年

４
年

３
年

1級 206,300円

2級 221,300円

3級 241,900円

4級 256,100円

現行の再任用賃金との比較

• 再任用1級・・・２１２，０００円

• 再任用２級・・・２２３，２００円

• 再任用３級・・・２４４，０００円

• 再任用４級・・・２７４，７００円

１級の最高号給・・・１６５号 ２９４，７００円×0.7＝２０６，３００円

２級の１２１号給・・・ ３１８，９００円×0.7＝２２３，２００円

３級の117号給・・・ ３４８，６００円×0.7＝２４４，０００円

４級の最高号給・・・１２１号 ３７１，２００円×0.7＝２５９，８００円

最
高
号
給
で
も
届
か
な
い
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国家公務員 現業職の定年

• 現国家公務員法では、守衛・用務員等の労務職員（現業職員）の定年を６３歳として
おり、これに準じている自治体もある。

• 今回の改正により、労務職員は定年の特例から外れることになる。よって労務職員も
他の一般職と同じく６５歳定年となる。

• 現在、６３歳定年としている自治体では、２０２９年度以降、定年が段階的に引き上げ
られ、２０３１年度に６５歳となる。

• 労務職員についても、定年年齢は段階的に６５歳に引き上げられるが、給料月額が
７割水準となるのは、当分の間、現在の定年年齢６３歳に達した日以後の４月１日以

降からで、つまりは６４歳になる年度以降となる。

※ ６３歳までは、７割水準とならない

2020年4月1日時点ラスパイレス指数
特別区平均105.1（技能労務職・非公式）

2021年度地方公務員給与実態調査等に係る
総務省指摘事項について

東京都区政課発出文書

適正な人員配置を図る上で、特に技能労務職については、
全国的に見ても民間委託等により行政の効率化・能率化が
図られている中、長期的な視点で十分に検証・検討する必要
がある。その上で引き続き直営として新規採用を行う場合
は、その必要性や採用方針について住民等に対する説明責
任を果たすこと。
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国家公務員 行政職俸給表（二）適用職員

1.技能職員

（1）電話交換手

（2）湖、川若しくは港のみを航行する船舶、しゅんせつ船等の作業船、総トン数30トン未満の漁船、総トン数5トン未満
の船舶その他これらに準ずる船舶に乗り込む者

（3）機械工作工、電工（（6）に掲げる者を除く。）、大工、印刷工、製図工、ガラス工等物の製作、朱里、加工等の業務に
従事する者

（4）理容師、美容師、調理師等家政的業務に従事する者

（5）自動車運転手

（6）建設機械操作手、ボイラー技士、電工（電気事業法（1964年法律第170号）に規定する自家用電気工作物の工事、維持
及び運用に関する保安の監督を行う者に限る。）、溶接工等機器の運転、操作、保守等の業務に従事する者でその就業に必要
な免許等の資格を有する者

（7）上記の（2）から（6）までに掲げる者の業務に準ずる技能的業務に従事する者

2.労務職員（甲）

守衛、巡視等監視、警備等の業務に従事する者

3.労務職員（乙）

用務員、労務作業員等庁務又は労務に従事する者
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(2022年5月1日現在)
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高萩市職員数の推移

全職員数 … ２４８人
組合員数 … １７６人
現業職員 … １１人

（2022年４月現在）

H12 H13 H14 H15 H16 H19 H20 H21 H22 H23 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

職員数 組合員数 現業職員
2000 2001 2002 2003 2004 2007 2008 2009 2010 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2002年
現業職員 ５４人

（全体の16.9％）

2022年
現業職員 １１人
（全体の 4.4％）

約５分の１
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２０１７年８月18日
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竹原市職労における広島県労働委員会闘争報告 

 

 

 自治労広島県本部  

竹原市職員労働組合現業評議会議長 岡 啓介 

 

１．はじめに 

今回の報告は,竹原市における「合意なき賃金カット」に関わって広島県労働委

員会へ「不当労働行為の救済申し立て」を行った事の取り組み報告です。 

まず,２０１９年度には,労使合意した賃金カットが行われました。賃金カット

の根拠もあやふやな状態でしたが,合意形成を図る意味で苦渋の決断として２０

１９年度の１年間の賃金カットで合意しました。 

しかし,竹原市当局は,２０１９年度中に,さらに４年間の賃金カットを提案し

てきました。その団体交渉は,期間が短い説明しない・最終決定権者が団体交渉に

出席していない等,不誠実極まりないものでした。 

結果的に,労使合意することなく交渉を打ち切られたため,私たち現業評議会は

広島県労働委員会へ不当労働行為の救済申し立てを行いました。 

 

２. これまでの経過  

（1）2019年 3月 25日に合意した賃金削減までの経過 

 ①具体的な賃金削減提案が行われるまでの経過 

  2018年 11月末    財政収支見通しが公表される 

  2018年 12月 19日  管理職に対する賃金削減提案が議会に上程される 

  2018年 12月 20日  労働組合に対し「財政健全化計画（案）」の説明 

  2018年 12月 21日  議会全員協議会で「財政健全化計画（案）」を提

案・承認 

  2018年 12月 25日  労使合意なく「財政健全化計画（案）」を提案した

ことに対し抗議。合わせて「財政健全化計画」につ

いて根拠となる資料提示・説明を求める 

  2019年 1月 23日  求めていた資料提示・説明がないため、これらを求

めるため要求書を提出（回答期限 1月 29日） 

 

②2019年 2月 7日に示された賃金削減提案の内容 
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【削減理由】 

ラスパイレス指数が県内市で最も高い数値(102.5）となっており、全国的に

も上位に位置付けられていることから、県内市で最も低い市(96.9)と同等にす

ることを目的に実施したい。 

【提案内容】 

 

削減率 

1級～4級  給与月額の 4％ 

5級～6級  給与月額の 6％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映 

期 間 2019年 4月 1日～2021年 3月 31日までの 2年間 

 

③2019年 2月 15日に行った団体交渉での確認事項 

【団体交渉における確認事項】 

 労使合意がなければ議会に上程しない 

 財政悪化の責任は当局にあり、組合員にはない 

 賃金カットはできることをやりつくした上で、なお資金が足らない時の最

終手段であり、協力をお願いする立場 

 交渉ができない原因は市当局にある 

④2019年 3月 20日に示された賃金削減の再提案内容 

 

削減率 

1級～2級  削減なし 

3級～6級  給与月額の 3％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映 

期 間 2019年 4月 1日～2021年 3月 31日までの 2年間 

 

⑤2019年 3月 25日の団体交渉における労使合意内容 

 

削減率 

1級～2級  削減なし 

3級～4級  給与月額の 1.5％ 

5級～6級  給与月額の 3％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映しない 

期 間 2019年 4月 1日～2020年 3月 31日までの 1年間 

 

⑥団体交渉における確認事項 

 定員管理計画・機構改革については、十分な労使協議に時間を持ち合意の

上行う 

 2019年度 4月以降、総務企画部長として機構改革・定員管理計画の協議に

ついて責任をもって対応する 

 2万人以下になる自治体のあるべき、部長制廃止も含めた人員削減と賃金
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制度の見直しについて協議すること 

 

（2）新たな賃金削減提案 

 ①労使合意なき賃金削減が実施された経過 

  2019年 11月 22日  賃金確定闘争において人事院勧告通り賃金改定を行    

            い、12月議会に条例改正案を上程することで妥結 

  2019年 12月 2日  賃金確定交渉の妥結事項を議会に上程しないことを

決定。合わせて 2020年 4月以降の賃金削減に対す

る基本的考え方が示される。 

【削減理由】 

2018年度決算における経常収支比率が、財政健全化計画の推計値である

100.を上回り、100.4となりこれまで以上に財政の危機的状況となった。この

ことから歳入に見合った歳出となる財政構造とする必要があるため 

 

削減率 

1級～4級  給与月額の 4％ 

5級～6級  給与月額の 6％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映 

期 間 2020年 4月 1日～2024年 3月 31日までの 4年間 

  2019年 12月 3日 

～2020年 2月  新たな賃金カットを申し入れるのなら財政健全化計

画策定時の推計方法で災害査定の数値および 2018年

度決算を反映させた資料提示を求める。 

  2020年 2月 13日  事務レベル協議において現在の財政状況について

「経常収支比率が財政健全化計画における推計値よ

り 0.2ポイント上回っている。基金を取り崩さなけ

れば、財政運営ができないという状況には変わりな

い」当局から説明。これに対し組合側は、「①財政

健全化計画より基金残高が 2018年で 4億円、2019

年度末見込みで 4.8億円、2020年度当初予算で 3億

円上回っている現在、賃金削減をしなければならな

い理由はない。②昨年の交渉において賃金削減の効

果は単年度の効果しかなく、部長制の廃止も含めた

職務職階制度の見直しを確認しているが一向に協議

がなされない。③12月にたたき台が示された際にも

財政健全化計画の根拠となる資料提示を求めたが未

だに資料提示がない。」ことを訴える。 
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②2020年 3月 17日の団体交渉で示された賃金削減提案 

【削減理由】 

1年間を期限に労使合意した賃金カットが終了する目前に、経常収支比率が

前年を上回る 100.4％（前年度 100.2％）となるなど、財政の硬直化が進む

中、経常的支出を大幅に圧縮しなければならない現状において、職員の人件費

削減は避けて通れない。 

【提案内容】 

 

削減率 

1級～4級  給与月額の 4％ 

5級～6級  給与月額の 6％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映 

期 間 2020年 4月 1日～2022年 3月 31日までの 2年間 

【確認事項】 

当初予定していた 2020年 3月 19日の臨時議会には「竹原市職員の給与の特

例に関する条例を一部改正する条例案」を上程しない。 

③2020年 3月 19日  ～3月 22日   

組合員からの情報により、3月 25日若しくは 26日に臨時議会を開催し、「竹原

市職員の給与の特例に関する条例を一部改正する条例案」を上程予定と判明。 

④2020年 3月 25日に実施した団体交渉 

 交渉の冒頭、組合側から当局に対し以下のことを確認 

 2018年 12月 20日の団体交渉において、総務企画部長から「財政健全化計

画はあくまで目標であって、決まったことではない。計画に縛られること

はなく、具体的には交渉で決める」と回答したこと。 

 財政健全化計画の説明において「災害復旧で財政が厳しくなった。何もし

なければ 2年で基金が枯渇する。5年後に 12億円の基金残高を確保するた

め、毎年 1億円、5年間で 5億円を人件費でまかないたい。そのため最初

の 2年は賃金削減、残り 3年間は人員削減と職務職階制度等の給与構造の

見直しで行いたいと説明したこと。 

 2019年 2月 15日の団体交渉において①労使合意がなければ議会に上程し

ない、②財政悪化の原因は組合員にはなく当局にある、③賃金カットはで

きることをやりつくした上で、なお資金が足らない場合の最終手段であ

り、組合に協力をお願いする立場であること 

以上、3点について確認し、当局から間違えないとの回答を得た。 

 

⑤2020年 3月 25日の団体交渉で提示された再提案内容 

 1級～2級  削減なし 

3級～4級  給与月額の 3％ 
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削減率 
5級～6級   給与月額の 5％ 

期末・勤勉手当および時間外手当に反映 

期 間 2020年 4月 1日～2022年 3月 31日までの 2年間 

 

●３月２５日に行った団体交渉の途中で,⑤の提案内容より削減率が低いもの

でどうか？と総務部長から執行委員長にあり,交渉団で協議をした結果,「説明

なき賃金カットには納得できないが,合意形成を優先する」ことを基本に考え

合意する考えを組合は持っていました。しかし,総務部長が竹原市上層部に持

ち帰ると「市長が納得しない」と言って提案内容は⑤に戻っていた。 

決定権を持たない者が団体交渉の責任者になっていることも明らかになったの

で,市長交渉をするように求めた。 

 

翌日２６日朝から市長交渉を行ったが,市長に何を聞いても「これまで総務

部長が説明したとおり」「ご理解ください」の２つの言葉に終始し,全く説明を

する気もない状態だった。３０分程度何を聞いても同じ言葉でしか返答せず,

「今回は合意が出来ないと判断して,交渉はこれで打ち切る」と言って席を立

ちました。 

 

３. 広島県労働委員会に対する不当労働行為救済申し立て 

（1）救済申し立ての提出 

 2021年 1月 21日申立人 竹原市職員労働組合現業評議会 議長 岡 啓

介、被申立人 竹原市 市長 今榮 敏彦とする不当労働行為救済申し立てを

広島県労働委員会に提出した。 

（2）請求する救済内容 

 被申立人は 2020年度および 2021年度の賃金カット（減額）につき、誠意

ある団体交渉を行え。 

 記載の者らに対し、賃金カットの差額合計である同「差額」欄の「合計

額」欄記載の金額を各支払え。 

（3）第１回証人尋問  

 日時：2021年 12月 7日（火）13：30～17：30 

 内容：①執行委員長に対する証人尋問 

    ②執行委員長に対する反対尋問 

    ③総務企画部長に対する証人尋問 

    ④総務企画部長に対する反対尋問 

（4）第 2回証人尋問 

38



日時：2021年 12月 27日（月）13：30～17：30 

内容：①人事係長に対する証人尋問 

②人事係長に対する反対尋問

③現業評議会議長に対する証人尋問

④現業評議会議長に対する反対尋問

４. 争点

【申立人側主張】 

 財政健全化計画の根拠となる数字が曖昧で信憑性がない。根拠となる資料

の提出を求めたが一向に提示がない。

 賃金削減はできることをやりつくした上で、なお資金が足らない場合の最

終手段であり、組合に協力をお願いする立場であると労使で確認している

にも関わらず、部長制に廃止も含めた協議を全く行っていないなど賃金削

減の正当性は見受けられない。

 労働組合は組合員に対するアンケートや職場集会の実施など意思決定には

少なからず数か月必要であるにもかかわらず、労使協議の時間を確保しな

かったことは労働組合の軽視にあたる行為である。

 団体交渉に最終決定権者が出席していないことは不誠実団交である。

【被申立人側主張】 

 竹原市職労は職員団体であることから、現業評議会とは別の組織と認識す

る必要があるが、多くの交渉において職員団体が中心に交渉を行ってい

る。文書等で委任状を受けていたのか疑問である。

 労働組合が求める資料については、提示していないと勘違いしていたがす

でに提示した資料と労働組合が求めている資料は同一のものと認識してい

る。

 交渉期間が短かったのは、労働組合側が提案書の受け取りを拒否したこと

に原因があり、当局側の責任ではない。

2022年 2月 9日（水）  最終陳述 

最終陳述では私たちは，再度，不誠実な団体交渉だったと訴えました。 

私たちの訴えは， 

① 交渉期間が短すぎること
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② 私たちが求めていた資料の提出がなかったこと 

③ 最終決定権者が団体交渉に出席していなかったこと 

の３点で不誠実団体交渉が行われていると主張しました。 

 

竹原市の最終陳述は，期間は十分に取っている，資料は提出していたが提出

したのを忘れていた，交渉権と決定権は違うなど私たちの主張とは，相反した

主張を繰り返しました。 

 

最終陳述を２０２２年２月９日に終え，結審しました。結果は，４か月以内

にでると労働委員会から言われました。 

 

 

５．広島県労働委員会の判断 

 ２０２２年５月２７日に広島県労働委員会の判断として，交渉の経過におい

て竹原市側の対応が不当労働行為に当たるとした。 

 今後繰り返さないように，その内容を記した文章を手交（手渡し）するとの

命令がされました。（資料） 

  

 しかし，給与減額分の差額の支給については，棄却されました。なぜ棄却さ

れたかというと，申し立て内容が，現業組合員が差別的に削減されているとい

う内容にしていたので，広島県労働委員会の判断は，非現業職も同じように削

減されているので，現業だけ差別的な取り扱いをされているわけではないの

で，棄却という判断でした。 

 

 命令文には，給与減額分の回復措置として「本件給与減額がなければ組合員

が得られていたであろう給与額とすでに支払われた給与額との差額相当分の支

払」を求めて団体交渉を行うことは可能，という内容の文章もあり，今後の取

り組みが展開できる内容にもなっている。 

 

※広島県労働委員会のＨＰ  

「令和３年（不）第２号事件の命令書の交付について」で命令書の本文は閲覧

可能 
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６．労働委員会闘争を行って気付いたこと・反省 

（１）組織的なこと 

①組織としての形が整っているか審査される 

  

・総会の開催   ・会計報告，会計監査 

 

②基本組織との関係 

 

  ・組合費の徴収など 

 

（２）団体交渉にかかわること 

 ①この闘争以外での現業評議会の団体交渉の様子 

 

  ・基本組織と合同で団体交渉をする場合（確定闘争など）いかに主体的に

現業評議会が団体交渉に関わっていたか 

 

 

 

 ②確認書の重要性（資料 乙８号証） 

 

 ・団体交渉を行っても，確認書が無ければ，交渉したことにならないと言っ

ても過言ではない 

 

 ・資料の乙８号証は，数日間行った団体交渉の確認書となっているが，団体

交渉が終わったら，すぐに確認書の締結をすることも重要 

 

 ・確認書が無ければ，労働委員会闘争を取り組むのも難しい 

 

 

③自治労の中での現業評議会・公営企業評議会の重要性 

 

・現業評議会・公営企業評議会は，地方労働委員会へ救済申立ができる 

 

 ・非現業組合員は，人事委員会もしくは公平委員会への措置要求。竹原市の

場合，人事委員会がないので公平委員会。独立した組織ではあるが，措置要
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求の審査は，竹原市が陳述書を出していないので全く動いていない。 

 

 ・現業評議会の強みと，基本組織の総合力との一体となった取り組みが必要 

 

  

 

最後に， 

 竹原市には,現業評議会があったので広島県労働委員会への取り組みができ

た。正規職員３名・再任用職員５名・会計年度任用職員１８名の組織でも自治

労の中で現業評議会・公営企業評議会がいかに大切な組織かということを痛い

ほど理解できた。 

また,自治労の交渉サイクル（春闘・人員確保・現業統一・確定）をいかに

現業評議会が主体をもって団体交渉に参加していたかも問われたことなど，普

段の地道な取り組みが必要なことを改めて感じました。 

さらには，確認書の重要性を思い知らされました。各闘争の確認書がなけれ

ば，労働委員会の判断も変わっていたかもしれません。 

又，団体交渉への現業評議会として挑み方についても，団体交渉での主体的

な場面が現業評議会に求められていることついても，今回の取り組みを通して

理解できました。 

自治労の交渉サイクルで行う団体交渉に主体的に参加し,現業としての意見

を言う,団体交渉で確認した事を,確認書を結ぶ。 

この当たり前の事,現業の先輩が積み重ねてきたことを,今,私たちが再認識

して進んで行くしかないと強く感じました。 

「ともに頑張りましょう」 

 

42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



 2023 年度現業セミナーにご参加ありがとうございました。 

次回現業セミナーに活用するため、参加者のみなさまからのアンケートのご協力をお願い

いたします。WEB参加の方もぜひアンケートへ回答をお願いします。 

以下の QR コードよりアクセスし、アンケートに回答してください。(所要時間３分程度) 

 携帯電話のカメラモードから QR コードを読み取りアクセスできます。カメラに QR コー

ド読み取り機能がない場合は、下記の手順で LINEからも QLコードにアクセスできます。 

アンケートへアクセスする手段がない場合は、事務局へご相談ください。

＜LINEからの QR コード＞ 
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①現業・公企職員(会計年度任用職員を含む)が直営で配置されている単組用 

②現業・公企職員(会計年度任用職員を含む)が直営で配置されていない単組用 

  現業・公企統一闘争の推進動画を活用しよう！ 

① ② 
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